様式第２号（第６条、第７条、第９条関係）[ＳＤＧｓ経営推進型]

[bookmark: _Hlk193879824]　年度鳥取県ＳＤＧｓ経営促進補助金（ＳＤＧｓ経営推進型）　補助事業計画書

１　補助対象者の概要　
（１）基本情報
	名　　　　　　称
	

	代表者名
	

	所在地
	（〒　-       ）

	資本金・出資金等
	

	従業員数
	
（うち県内事業所の従業員数　　人）（　 年　月時点）

	事業概要
	

	直近売上高
	
（　年　月決算）


（注）該当がない項目については、参考となる情報を記載すること。

（２）役員名等
	役職名
	氏名
	フリガナ

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（注）代表権を有する役員について記載すること。個人事業主の場合は代表者について記載すること。

（３）連絡先等
	担当者職氏名
	

	担当者電話番号
	

	担当者住所
	〒


	担当者ファクシミリ番号
	

	担当者メールアドレス
	



（４）　誓約事項
申請に当たっては、以下の事項について相違ないことを誓約します。
	誓約
	項目

	
	計画書等の記載内容が事実であること。

	
	認証支援事業者又は認証の取得を目指し、ＳＤＧｓ経営を推進している、又は推進しようとする県内事業者であること。

	
	第６条第１項及び第７条第３項の規定による申請書等の提出を行った日から起算して過去２年間の事業活動に関し、故意又は重大な過失による法令違反をしていると認められる者(法人にあっては、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和38年大蔵省令第59号)第８条第８項の規定による関係会社及びこれらの法人の代表権を有する役員を、組合等にあってはそれを構成する事業者の役員を含む。）でないこと。

	
	風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条に定める風俗営業、性風俗関連特殊営業又は接客業務受託営業を営む者でないこと。

	
	暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でないこと。

	
	暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）でないこと。

	
	暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。


（注）誓約する場合は、各項目の誓約欄に〇を記載すること。


２　事業計画
	補助対象期間
	　　　[開始予定日]　　　　　　　　[終了予定日（支払も含む）]
　　　　年　　月　　日　　～　　　　　年　　月　　日
（交付決定日が開始予定日より遅くなった場合は、開始日は交付決定日となる）

	現在の状況
	（ＳＤＧｓに対する自社の認識や取組姿勢、ＳＤＧｓの推進にあたり課題と感じていること等を簡潔に記載）




	事業の内容
	（いつ、何を、どのように実施し、ＳＤＧｓを経営戦略に活かしていくか具体的に記載）














	補助事業後の展開
	（ＳＤＧｓ経営推進・認証取得に向け、今後の展開やスケジュール等を記載）








３　他の支援措置（補助金等）の活用
	有　・　無
	


（注）１　国、県、市町村、各支援機関等の他の支援措置（補助金等）を活用する場合、有に○をつけること。
活用しない場合は無に○をつけること。
２　「有」の場合は、活用する支援措置名やその内容（補助対象内容、補助率等）、支援予定（希望）額、当該措置に係る問合せ先（補助金等を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。

（添付資料）　事業の実施内容等が分かる資料等
